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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

２．売上高は消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という）抜きの金額である。  

３．１株当たり四半期（当期）純損失のため、記載していない。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第102期

第２四半期 
連結累計期間 

第103期
第２四半期 
連結累計期間 

第102期
第２四半期 

連結会計期間 

第103期 
第２四半期 
連結会計期間 

第102期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（百万円）  307,411  205,174  159,971  112,062  554,094

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
 3,173  △5,628  1,759  1,333  △16,936

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△） 

（百万円） 

 △570  △5,990  △68  361  △31,442

純資産額（百万円） － －  124,508  84,016  88,781

総資産額（百万円） － －  541,122  463,719  478,571

１株当たり純資産額（円） － －  215.41  146.77  154.22

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円） 

 △1.05  △11.01  △0.12  0.66  △57.77

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 

(注)３

 －

(注)３

 －

(注)３

 －  0.63

(注)３

 －

自己資本比率（％） － －  21.7  17.2  17.5

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 7,252  13,901 － －  26,674

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △10,301  △9,112 － －  △22,086

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △633  2,431 － －  6,422

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  29,373  51,115  44,003

従業員数（人） － －  14,264  13,075  13,678
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。また、主要な

関係会社に異動はない。  

   

   当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数である。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数である。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 13,075      

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 1,922      
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(1）生産実績及び受注状況 

 当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等は

必ずしも一様でなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規

模を金額あるいは数量で示すことはしていない。 

 このため、生産実績及び受注状況については、「４．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」

における各事業の種類別セグメント業績に関連付けて示している。 

  

(2）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間において、主要な販売先として記載すべきものは

ない。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

  事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

  アルミナ・化成品  6,916  △30.6

  地金  14,294  △48.8

  アルミナ・化成品、地金  21,210  △44.1

  板製品  6,667  △38.4

  押出製品  6,268  △33.1

  板、押出製品  12,935  △35.9

  箔、粉末製品  22,227  △18.2

  輸送関連製品  11,290  △40.7

  電子材料  2,731  △44.3

  その他  12,185  △18.0

  加工製品、関連事業  48,433  △26.6

  ビル用建材  12,682  △16.1

  住宅用建材  16,802  △19.2

  建材製品  29,484  △17.9

  合計  112,062  △29.9
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当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はない。 

  

 子会社の株式譲渡に関する基本合意書の締結について 

 当社は平成21年７月13日付けで、当社と当社子会社である日軽産業株式会社により100％保有している当社

子会社である新日軽株式会社（以下、新日軽）の全株式を、株式会社住生活グループの企業集団である住生活

グループに譲渡することに関して、株式会社住生活グループの子会社であるトステム株式会社との間で基本合

意書を締結した。 

  

①譲渡の理由 

 平成21年３月18日付け公表の「業務及び資本提携の協議開始に関するお知らせ」に基づき検討を行った結

果、建材メーカーとして最も経営基盤が安定している住生活グループに新日軽の経営を託すことにより、新日

軽ブランドの維持、社員の雇用確保等に関し、より確実であるとの結論に達し、当社グループの企業価値向上

にも資すると判断したことから、全株式の譲渡に関する合意に至った。 

②譲渡の方法 

 企業集団である住生活グループが新日軽の株式を取得し子会社とする予定であるが、具体的方法は未定であ

る。 

③譲渡の日程等 

 所管官庁の認可など状況が整い次第、株式譲渡契約を締結する予定である。株式譲渡の期日は平成22年４月

１日又は別途合意する日を予定している。  

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成21年11月6日）現在において当社グループが判断したも

のである。 

  

(1) 業績の状況  

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の緊急経済対策などもあり、生産に回復が見られるなど、

昨年の秋以降急速に悪化した景気に底入れの兆しも見えた。しかしながら、雇用や所得に関しては厳しい状況が続

き、企業設備投資も減少が続くなど、依然として先行き不透明な状況にある。また、幅広い需要分野を持つわが国ア

ルミ業界においても、生産は一時の最悪期を脱したものの、全面的な回復には至っていない。 

 その結果、当社グループにおいても、自動車分野、電機・電子関連分野、建材分野等において需要が低迷したこと

に伴い、販売量も前年同四半期に比べ減少することとなったが、グループをあげて諸経費ならびに固定費の削減等に

より業績の改善に努めた。 

 当社グループの当第２四半期連結会計期間の連結業績については、売上高は、前年同四半期に比べ479億９百万円

(29.9%)減の1,120億62百万円となり、損益面では、営業利益は前年同四半期に比べ６億61百万円(19.4%)減の27億44

百万円、経常利益は前年同四半期に比べ４億26百万円(24.2%)減の13億33百万円、また、四半期純損益については、

前年同四半期の68百万円の損失から４億29百万円改善し、３億61百万円の利益となった。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

（アルミナ・化成品、地金） 

 アルミナ・化成品部門においては、アルミナ関連製品では、耐火材向けアルミナ、電機・電子材料向けアルミナ・

水酸化アルミニウム、建材向け水酸化アルミニウムなど、多くの分野で出荷の低迷が続き、さらに、円高の影響によ

り輸出も大幅に減少した。化学品関連製品の出荷が概ね堅調に推移したこと、電力、ガス、重油の値下がりなどがあ

ったが、販売量減少によるアルミナ関連製品の設備稼働率下落の影響が大きく、収益は前年同四半期に比べ悪化し

た。 

 地金部門においては、主力である自動車分野向け二次合金の分野で、国内自動車生産の回復を受け販売量は徐々に

回復を見せたが、自動車輸出の低迷が続いたことから、全体の販売量は前年同四半期の水準には至らなかった。加え

て、地金価格が急落したことによりこれに連動する販売単価が下落したため、売上高も大幅に減少した。損益的に

は、本年４月以降、原料となるスクラップの仕入れ価格が上昇したことの影響が大きく、収益悪化を余儀なくされ

た。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間のアルミナ・化成品、地金セグメントの売上高は前年同四半期に比べ167

億１百万円(44.1%)減の212億10百万円、営業利益は前年同四半期に比べ６億５百万円(32.6%)減の12億51百万円とな

った。 

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（板、押出製品） 

 板製品部門においては、第１四半期連結会計期間に急回復をみせたアルミ電解コンデンサ用箔地に加え、電機・電

子機器向け、建材向けなどにも回復が見られた。しかしながら、半導体・液晶製造装置向け厚板、一般汎用材、輸送

用機器向けなどでは立ち直りが遅れ、全体では前年同四半期に比べ販売数量は大きく減少した。損益面では、製品・

原材料の棚卸資産の圧縮等の合理化策、収益改善策を鋭意実施したが、販売量の減少に加え、前年度後半の急落時の

地金価格を基準として決められる販売価格と比較して、地金調達価格が高値で推移した影響などもあり、前年同四半

期に比べ営業損失が拡大した。 

 押出製品部門においては、主力となる輸送分野で、鉄道車両向けが堅調に推移するとともに自動車部品の回復が見

られたが、トラック向け部材の出荷が引き続き低迷し、前年同四半期に比べ出荷は大きく減少した。また、電機・電

子分野、建材分野、一般汎用材などにおいても出荷は回復基調を示したが、全体の出荷は前年同四半期の水準には達

せず、売上高は減少した。損益的には、販売量減少の影響が大きく、大幅な減益となった。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間の板、押出製品セグメントの売上高は前年同四半期に比べ72億54百万円

(35.9%)減の129億35百万円、営業損益は、前年同四半期の７億13百万円の利益から14億11百万円悪化の６億98百万円

の損失となった。  

（加工製品、関連事業） 

 アルミ箔、粉末製品部門においては、アルミ箔関連では、前第４四半期連結会計期間を底としてコンデンサ箔を中

心に出荷が回復した。また、当第２四半期連結会計期間からは薬品用包材、太陽電池用バックシートなどの出荷も回

復を見せた。また、粉末製品関連では、機能性材料の分野において、中国・台湾向け新規受注などにより当第２四半

期連結会計期間から太陽電池用機能性インキの出荷が回復した。 

 輸送関連部門においては、トラック架装事業では、景気低迷による輸送物量の落ち込みと企業設備投資の抑制によ

りトラック需要が大きく減少したことから、前年同四半期に比べ、販売量、売上高が減少し、損益的にも大幅に悪化

した。また、熱交製品では、輸出モデルを中心に大きく需要が減少し、加えて主力である軽自動車向け需要も減少し

たことから減収となり、素形材製品でも、ハイブリッドカーなどの環境対応車、低燃費車向け部品の販売数量増加と

いう増収効果があったものの、全体としては自動車生産台数減少の影響が大きく、減収減益となった。 

 パネルシステム部門においては、冷凍・冷蔵庫分野およびクリーンルームなどの内装分野ともに、ユーザー企業に

おける設備投資抑制の影響が大きく、かつ大型物件の売上が減少したことから、減収減益となった。 

 電子材料部門においては、アルミ電解コンデンサ用電極箔の出荷がデジタル家電製品向けにおいて若干の回復が見

られたが、産業機械向けで回復が遅れ、前年同四半期との比較では減収となった。 

 その他の加工製品、関連事業については、容器部門においてビール出荷量の減少を受けアルミ樽の出荷が減少し

た。また、景観製品部門においては、公共事業削減と低入札価格という厳しい環境が続いた。 

 以上の結果、加工製品、関連事業セグメントの売上高は前年同四半期に比べ175億33百万円(26.6%)減の484億33百

万円となったが、営業利益は前年同四半期に比べ５百万円(0.2%)増の25億50百万円となった。 

（建材製品） 

 住宅建材分野においては、景気の急速な悪化により雇用、所得に対する不安が続く中、個人の住宅取得意欲が低下

し、戸建て住宅需要の減少が続いた。また、ビル建材分野においても、マンション契約率の低下や企業設備投資の削

減により非木造建築物の着工が減少した。 

 このような状況の中において、市場の縮小に見合う事業推進体制の確立のため、人員の合理化、生産拠点の再編・

集約などの構造改革を進めるとともに、徹底したコストダウンを実施した。 

 以上の結果、建材製品セグメントの売上高は前年同四半期に比べ64億21百万円(17.9%)減の294億84百万円となった

が、営業損益は前年同四半期の11億９百万円の損失から13億36百万円改善し２億27百万円の利益となった。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況  

 当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物については、第１四半期連結会計期間末に

比べ101億48百万円（24.8%）増加の511億15百万円となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは69億94百万円の収入となった。これは主

に、減価償却費をはじめとする非資金項目や、運転資金の減少によるものである。なお、営業活動によるキャッシ

ュ・フロー収入は前年同四半期連結会計期間と比べ11億59百万円増加しているが、これは主に法人税等の還付額が増

加したことによるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは39億26百万円の支出となった。これは、

主として有形固定資産の取得による支出が42億16百万円あったことによるものである。なお、投資活動によるキャッ

シュ・フロー支出は前年同四半期連結会計期間と比べ20億90百万円減少しているが、これは主に有形固定資産の取得

による支出が減少したことによるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは71億93百万円の収入となった。これは、
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社債の償還があるものの、借入による収入などがあったことによるものである。なお、財務活動によるキャッシュ・

フロー収入は前年同四半期連結会計期間に比べ44億44百万円増加しているが、これは主に社債の償還があるものの、

借入による収入や、セール・アンド・リースバックによる収入があったことなどによるものである。  

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題  

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更は

ない。なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりである。 

①基本方針の内容 

 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社を支える様々なステークホルダーとの信

頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保し、向上させる者でなければな

らないと考える。 

 従って、当社は、特定の者又はグループ（特定の者又はグループを以下「買付者」という。）による、当社の財

務及び事業の方針の決定を支配することを目的とする株券等の大規模買付であっても、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではない。また、株式公開会社として当社株券等

の自由な売買が認められている以上、買付者の大規模な買付行為に応じて当社株券等を売却するか否かは、最終的

には株主の判断に委ねられるべきものである。 

 しかしながら、株券等の大規模買付の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明

白な侵害をもたらすもの、株主に株券等の売却を強要するおそれのあるもの、対象会社の取締役会や株主が買付の

条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないも

のなど、不適切なものも少なくない。 

 このような、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれが認められる場合には、当該買付者を当社

の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては適切でないと判断すべきであると考える。 

②基本方針の実現に資する特別な取組み 

 当社グループは、「アルミにこだわり、アルミを超えていく」という経営理念のもと、「アルミニウム」という

ユニークで優れた特性を有する素材の可能性を開拓することによって、企業価値の持続的向上に努めている。 

 当社グループの事業を大きな川に例えると、ボーキサイトを原料とするアルミナ・化成品の製造が最も上流の工

程となり、次いでアルミ地金・合金地金の製造が続く。さらにアルミを素材として、アルミ板、アルミ押出製品、

建材、各種加工製品に至る広範な領域において事業展開している。こうした事業形態により、当社グループはわが

国唯一の「アルミ総合一貫メーカー」としての特色を有しており、今後ともグループの幅広い有形・無形の経営資

源を活かし、高品質の商品・サービスを提供していく。 

 当社グループは、平成19年度を初年度とする３ヵ年の「中期経営計画」を策定し、この中で以下の８項目を基本

方針としている。 

  (ⅰ)成長分野への積極的な経営資源投入による事業領域の拡大 

 (ⅱ)基盤ビジネス分野における需要創造と収益力強化 

 (ⅲ)海外ビジネスの積極的な展開 

 (ⅳ)素材技術の一層の充実 

 (ⅴ)建材事業における事業構造改革の完遂 

 (ⅵ)成長の実現を確たるものとする人材の育成 

 (ⅶ)コーポレートガバナンスの充実とＣＳＲ推進 

 (ⅷ)財務体質の改善と積極的な株主還元 

 当社グループは、この「中期経営計画」の下、高い付加価値商品・サービス群で構成された企業集団としての姿

を追求し、企業価値の向上ひいては株主共同の利益の向上に邁進する所存である。 

③不適切な者による支配の防止に関する取組み 

 当社では、上記①の基本方針に照らして不適切な者により当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

防止するための取組みとして、平成19年４月27日開催の取締役会において「当社株券等の大規模買付行為への対応

策（買収防衛策）」（以下「本プラン」という。）の導入について、平成19年６月28日開催の第100回定時株主総会

において決議した。また、当社は本プランの導入に伴い、独立委員会を設置し、独立委員会の委員として、飯島英

胤、和食克雄及び結城康郎の３氏が選任され、就任している。 

 本プランの概要は以下のとおりである。 

(ⅰ)本プランの対象となる当社株券等の買付 

 本プランの対象となる当社株券等の買付とは、特定株主グループ（当社の株券等の保有者及びその共同保有

者、又は買付等を行う者及びその特別関係者）の議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買

付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（いずれについ
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ても事前に当社取締役会が同意し、かつ公表したものを除き、また市場取引、公開買付等の具体的な買付方法の

如何を問わない。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付

者」という。）とする。  

(ⅱ)独立委員会の設置 

 本プランを適正に運用し、当社取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、当社決定の合理性・

公正性を担保するため、独立委員会を設置することとした。独立委員会の委員は３名以上とし、社外取締役、社

外監査役又は社外有識者のいずれかに該当する者の中から当社取締役会が選任する。当社取締役会は、対抗措置

を発動するか否かを判断するに先立ち、独立委員会に対し対抗措置の発動について諮問し、独立委員会は大規模

買付行為について慎重に評価・検討のうえで、当社取締役会に対し対抗措置を発動することができる状態にある

か否かについての勧告を行うものとする。当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措

置の発動について決定することとする。独立委員会の勧告内容については、その概要を適宜情報開示することと

する。 

(ⅲ)大規模買付ルールの概要 

 本プランでは、大規模買付行為を行う際の情報提供等に関するルール（以下「大規模買付ルール」という。）

を設定している。 

 大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合は、事前に大規模買付ルールに従う旨の誓約など、一定の

事項を記載した意向表明書の提出を求める。当社取締役会は、意向表明書の受領後10営業日以内に大規模買付者

に対して大規模買付行為に関する情報（以下「評価必要情報」という。）の提出を求める。大規模買付行為は、

大規模買付者が評価必要情報の提供を完了した後、対価を現金（円貨）のみとする公開買付による当社全株式の

買付の場合は最長60日間又はその他の大規模買付行為の場合は最長90日間の取締役会評価期間経過後のみに開始

されるものとする。取締役会評価期間中、当社取締役会は、独立委員会に諮問し、また、独立した第三者である

専門家の助言を受けながら提供された評価必要情報を十分に評価・検討し、当社取締役会としての意見を慎重に

取りまとめ、開示する。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交

渉し、当社取締役会として株主へ代替案を提示することもある。 

(ⅳ)大規模買付行為がなされた場合の対応 

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、具体的な買付方法の如何にかかわらず、当社取

締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目

的として、新株予約権の無償割当等の対抗措置をとる場合がある。 

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対であ

ったとしても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、代替案を提示することにより、株主を説得する

に留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとらない。ただし、当該大規模買付行為が会社に回

復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断され、かつ対抗措

置を発動することが相当であると認められる場合には、例外的に当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊

重したうえで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、新株予約権の無償割当等の対

抗措置をとる場合がある。 

(ⅴ)本プランの有効期限 

 本プランの有効期限は、平成22年６月30日までに開催される第103回定時株主総会終結の時までとする。 

④本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を  

   目的とするものではないこと 

(ⅰ)買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 

 本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開

示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足している。 

(ⅱ)株主共同の利益を損なうものではないこと 

 本プランは、当社株券等に対する大規模買付行為がなされた際に、買付に応じるべきか否かを株主が判断し、

あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保し、株主のために買付者と交渉を行う

こと等を可能とすることで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって

導入されるものである。 

 本プランは、株主の承認を得て導入されたものであり、株主が望めば本プランの廃止も可能であることは、本

プランが株主共同の利益を損なわないことを担保していると考えられる。 

 また、当社取締役は当社の定款において、その任期は１年と定められている。従って、毎年の当社定時株主総

会における取締役の選任議案に関する議決権の行使を通じても、本プランに関する株主の意向を反映することが

可能となっている。  
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(ⅲ)独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

 大規模買付行為に関して当社取締役会が評価・検討、取締役会としての意見の取りまとめ、代替案の提示、も

しくは大規模買付者との交渉を行い、又は対抗措置を発動する際には、独立した第三者である専門家の助言を得

るとともに、当社の業務執行を行う経営陣から独立している委員で構成される独立委員会へ諮問し、同委員会の

勧告を最大限尊重するものとされている。 

 また、その勧告内容の概要については株主に適宜情報開示し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に適う

ように本プランの透明な運用を担保するための手続きも確保されている。 

  

(4) 研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費の金額は13億56百万円である。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。  

  

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

第３【設備の状況】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  1,600,000,000

計  1,600,000,000

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成21年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月６日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式      545,126,049     同左 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 株 1,000

計  545,126,049     同左 － － 
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当社は、会社法に基づき新株予約権付社債を発行している。 

2016年９月30日満期ゼロ・クーポン円建転換制限条項付転換社債型新株予約権付社債（平成18年７月21日発行） 

 （注）１．当社が本社債の全部を任意に償還する場合には、当該償還日の５銀行営業日前まで、本新株予約権付社債の

所持人の選択による繰上償還（プットオプション）によりその保有される本社債を償還する場合には、本新

株予約権付社債の所持人により新株予約権行使受付代理人兼支払代理人に対して取消不能の償還請求書が預

託されるまでとする。また、当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益喪失時に行使

期間は終了する。 

    ２．  １）各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

   ２）(1) 平成18年８月４日から平成27年７月１日まで（当日を含まない。）の間、本新株予約権付社債権

者は、いずれかの四半期（３月31日、６月30日、９月30日又は12月31日に終了する３ヶ月間）の

最終取引日（取引日とは、株式会社東京証券取引所の営業日で、かつ、その日の終値のある日で

ある。）時点で、かかる四半期の最終取引日に終了する連続した30取引日のうちの20取引日にお

ける当社普通株式の終値が、かかる各取引日に有効な転換価額の120％（１円未満切捨て。）を

上回っていた場合を除き、本新株予約権を行使することはできない。かかる条件が満たされた場

合、本新株予約権付社債権者は本新株予約権を翌四半期の初日から最終日までの間に行使するこ

とができる。 

     (2) 平成27年７月１日以降のいずれかの取引日に当社普通株式の終値が、かかる取引日に有効な転換

価額の120％（１円未満切捨て。）を上回った場合、本新株予約権付社債権者は、当該日後いつ

でも本新株予約権を行使することができる。         

     (3) 上記(1)及び(2)に定める本新株予約権行使の条件は、以下の期間中は適用されない。 

① （ａ）株式会社日本格付研究所若しくはその承継格付機関（以下「ＪＣＲ」という。）及び

株式会社格付投資情報センター若しくはその承継格付機関（以下「Ｒ＆Ｉ」という。）の当

社の長期債務格付がいずれもＢＢ＋以下である（格付がなされていない場合は、当該格付機

関による格付はＢＢ＋以下であるとみなす。）期間、（ｂ）当社の長期債務格付に関しＪＣ

Ｒ又はＲ＆Ｉのいずれからも格付がなされていない期間、又は（ｃ）ＪＣＲ又はＲ＆Ｉのい

ずれからも、当社の長期債務格付が停止若しくは撤回されている期間 

② 当社が、本新株予約権付社債所持人に対し、当社の選択による本社債の繰上償還に係る通知

を行った日後の期間 

③ 当社が組織再編等を行う場合、組織再編等の効力発生日の30日前から、かかる効力発生日の

１暦日前の日までの期間 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成21年９月30日） 

新株予約権の数（個）  4,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数 株  1,000

新株予約権の目的となる株式の数（株）  49,507,389

新株予約権の行使時の払込金額（円）  406

新株予約権の行使期間 

平成18年８月４日～ 

平成28年９月16日   

（注）１           

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   

資本組入額  

406

203

新株予約権の行使の条件   （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
  新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付され

たものであり、社債からの分離譲渡はできない。 

代用払込みに関する事項 

 本新株予約権１個の行使に際しては、当該新株予約権

に係る本社債を出資するものとし、当該社債の価額は、

その払込金額と同額とする。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

新株予約権付社債の残高（百万円）  20,068
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 該当事項はない。 

  

  

  

 （注） 当第２四半期会計期間末現在における、信託銀行各社の信託業務に係る株式数については、当社として把握す

ることができないため記載していない。 

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

 平成21年７月１日～ 

 平成21年９月30日 
 －  545,126  －  39,084  －  27,743

（５）【大株主の状況】

  平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号  25,552  4.69

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号  20,960  3.84

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号  20,001  3.67

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町２丁目６番１号  15,000  2.75

財団法人軽金属奨学会 大阪府大阪市中央区久太郎町３丁目６番８号  14,910  2.74

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口９） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号  13,717  2.52

日軽ケイユー会 東京都品川区東品川２丁目２番20号  13,283  2.44

滑川軽銅株式会社 東京都杉並区宮前５丁目９番13号  12,495  2.29

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号  11,263  2.07

みずほ信託銀行株式会社退職給付

信託みずほコーポレート銀行口再

信託受託者資産管理サービス信託

銀行株式会社  

東京都中央区晴海１丁目８番12号晴海アイラン

ドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟 
 8,435  1.55

計 －  155,616  28.56
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①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が 12,000株（議決権の数 12個）含まれてい

る。 

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     961,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   538,205,000  538,205 － 

単元未満株式 普通株式    5,960,049 － 一単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数     545,126,049 － － 

総株主の議決権 －  538,205 － 

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

当社 
東京都品川区東品川２

丁目２番20号 
 879,000 －  879,000  0.16

タカコー建材株式会社 
茨城県水戸市笠原町

1532番地３ 
 82,000 －  82,000  0.02

計 －  961,000 －  961,000  0.18

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  96  100  119  112  115  110

最低（円）  71  87  102  82  94  91

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けている。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 51,312 44,223

受取手形及び売掛金 112,837 124,230

商品及び製品 22,325 26,732

仕掛品 31,808 28,947

原材料及び貯蔵品 16,597 19,395

その他 14,570 16,467

貸倒引当金 △1,825 △2,608

流動資産合計 247,624 257,386

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  56,755 ※1  56,858

機械装置及び運搬具（純額） ※1  43,352 ※1  44,899

工具、器具及び備品（純額） ※1  5,565 ※1  5,662

土地 63,042 63,076

建設仮勘定 2,547 5,736

有形固定資産合計 171,261 176,231

無形固定資産   

のれん 1,086 1,376

その他 3,762 3,629

無形固定資産合計 4,848 5,005

投資その他の資産   

その他 43,111 42,455

貸倒引当金 △3,125 △2,506

投資その他の資産合計 39,986 39,949

固定資産合計 216,095 221,185

資産合計 463,719 478,571

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 72,440 78,063

短期借入金 126,126 132,352

1年内償還予定の社債 － 9,955

未払法人税等 1,817 854

その他 37,842 43,162

流動負債合計 238,225 264,386

固定負債   

社債 22,609 20,662

長期借入金 83,045 68,336

退職給付引当金 26,301 27,163

その他 9,523 9,243

固定負債合計 141,478 125,404

負債合計 379,703 389,790
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 39,085 39,085

資本剰余金 25,420 25,420

利益剰余金 14,845 20,835

自己株式 △175 △170

株主資本合計 79,175 85,170

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,290 374

繰延ヘッジ損益 △100 △991

土地再評価差額金 145 145

為替換算調整勘定 △654 △783

評価・換算差額等合計 681 △1,255

少数株主持分 4,160 4,866

純資産合計 84,016 88,781

負債純資産合計 463,719 478,571
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

売上高 307,411 205,174

売上原価 256,515 171,564

売上総利益 50,896 33,610

販売費及び一般管理費 ※1  45,491 ※1  36,772

営業利益又は営業損失（△） 5,405 △3,162

営業外収益   

持分法による投資利益 － 702

その他 2,124 1,639

営業外収益合計 2,124 2,341

営業外費用   

支払利息 1,883 1,737

過年度退職給付費用 1,013 943

その他 1,460 2,127

営業外費用合計 4,356 4,807

経常利益又は経常損失（△） 3,173 △5,628

特別損失   

製品不具合対策費用 － 390

事業再編損 － 221

特別損失合計 － 611

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

3,173 △6,239

法人税、住民税及び事業税 4,403 832

法人税等調整額 △910 △419

法人税等合計 3,493 413

少数株主利益又は少数株主損失（△） 250 △662

四半期純損失（△） △570 △5,990
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

売上高 159,971 112,062

売上原価 133,791 91,221

売上総利益 26,180 20,841

販売費及び一般管理費 ※1  22,775 ※1  18,097

営業利益 3,405 2,744

営業外収益   

持分法による投資利益 － 356

その他 1,114 757

営業外収益合計 1,114 1,113

営業外費用   

支払利息 934 843

過年度退職給付費用 507 472

その他 1,319 1,209

営業外費用合計 2,760 2,524

経常利益 1,759 1,333

特別損失   

製品不具合対策費用 － 390

事業再編損 － 221

特別損失合計 － 611

税金等調整前四半期純利益 1,759 722

法人税、住民税及び事業税 2,799 430

法人税等調整額 △1,072 △139

法人税等合計 1,727 291

少数株主利益 100 70

四半期純利益又は四半期純損失（△） △68 361
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

3,173 △6,239

製品不具合対策費用 － 390

事業再編損失 － 221

減価償却費 10,442 10,114

貸倒引当金の増減額（△は減少） 324 △164

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,609 △895

受取利息及び受取配当金 △324 △205

支払利息 1,883 1,737

持分法による投資損益（△は益） △128 △702

売上債権の増減額（△は増加） 7,251 14,669

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,906 3,966

仕入債務の増減額（△は減少） 2,204 △5,199

その他 △1,878 436

小計 12,432 18,129

利息及び配当金の受取額 468 373

利息の支払額 △1,902 △1,776

特別退職金の支払額 △2,330 △2,645

製品不具合に係る支払額 － △796

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,416 616

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,252 13,901

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △11,267 △9,037

有形固定資産の売却による収入 328 56

その他 638 △131

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,301 △9,112

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,152 △2,672

長期借入れによる収入 12,014 24,279

長期借入金の返済による支出 △12,668 △12,879

社債の発行による収入 － 1,970

社債の償還による支出 － △9,950

セール・アンド・リースバックによる収入 － 2,000

配当金の支払額 △1,614 △6

少数株主への配当金の支払額 △283 △13

その他 △234 △298

財務活動によるキャッシュ・フロー △633 2,431

現金及び現金同等物に係る換算差額 49 △108

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,633 7,112

現金及び現金同等物の期首残高 33,006 44,003

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  29,373 ※1  51,115
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   該当事項はない。 

  

  

  

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の

変更 

(1）連結の範囲の変更 

 当第２四半期連結会計期間より、蘇州東洋鋁愛科日用品製造有限公司は新たに子

会社として設立したため、連結の範囲に含めている。 

 一方、東海箔加工㈱は第１四半期連結会計期間の期首において東海アルミ箔㈱が

吸収合併したため、期首より連結の範囲から除外している。また、当第２四半期連

結会計期間において、フルハーフ・コンテナ・サービス㈱は日本フルハーフ㈱が吸

収合併したため、㈱日軽テクノキャストは清算結了したため、連結の範囲から除外

しているが、除外までの期間の損益及び剰余金ならびにキャッシュ・フローは四半

期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に含まれているため、

連結子会社の数に含めている。 

(2）変更後の連結子会社の数 

  110社 

２．会計処理基準に関する事項

の変更 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、建材事業において請負金額10

億円以上かつ工期１年超の工事については工事進行基準を、その他については工事

完成基準を適用していたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号

平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１

四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末までの

進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の

進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用し

ている。 

 これによる四半期連結財務諸表に与える影響は軽微である。 

  なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

 当第２四半期連結累計期間において、「持分法による投資利益」の金額は、営業外収益の総額の100分の20を超え

たため、区分掲記した。なお、前第２四半期連結累計期間の「持分法による投資利益」の金額は、128百万円であ

る。 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

 当第２四半期連結会計期間において、「持分法による投資利益」の金額は、営業外収益の総額の100分の20を超え

たため、区分掲記した。なお、前第２四半期連結会計期間の「持分法による投資利益」の金額は、142百万円であ

る。 
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 該当事項はない。 

  

【会社等の財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、当該企業集団の財政状態、経営成績

及びキャッシュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの】 

該当事項はない。 

子会社の株式譲渡に関する基本合意書の締結について 

 当社は平成21年７月13日付けで、当社と当社子会社である日軽産業株式会社により100％保有している当社子会社

である新日軽株式会社（以下、新日軽）の全株式を、株式会社住生活グループの企業集団である住生活グループに

譲渡することに関して、株式会社住生活グループの子会社であるトステム株式会社との間で基本合意書を締結し

た。 

 なお、基本合意書の概要等については、「第２ 事業の状況 ３．経営上の重要な契約等」に記載している。 

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．固定資産の減価償却費の算

定方法 

 定率法を採用している固定資産について、連結会計年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっている。 

２．法人税等並びに繰延税金資

産及び繰延税金負債の算定方

法 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重

要なものに限定する方法によっている。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境

等及び一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会

計年度末の検討において使用した将来の業績予想やタックス・プランニングを使用

する方法によっており、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化がある

か、又は一時差異の発生差異の発生状況に著しい変化が認められた場合には、将来

の業績予想やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを使

用する方法によっている。  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

(1）※１ 有形固定資産の減価償却

累計額 

百万円340,937 (1）※１ 有形固定資産の減価償却

累計額 

百万円334,365

(2）受取手形割引高 百万円529 (2）受取手形割引高 百万円376

(3）   ―――――― (3）受取手形裏書譲渡高 百万円5

(4）偶発債務 

① 下記連結会社以外の会社等の借入債務等に対する

債務保証は以下のとおりである。 

(4）偶発債務 

① 下記連結会社以外の会社等の借入債務等に対する債

務保証は以下のとおりである。 

日本アサハンアルミニウム㈱ 百万円3,283

（ 千米ドルを含む） 35,408

（うち共同保証による実質他社 

負担額 ） 821

コスモ工業㈱  580

（うち共同保証による実質他社 

負担額 ） 464

YHSインターナショナル・リミテ

ッド 
 190

（ 千タイバーツを含む） 76,078

（うち共同保証による実質他社 

負担額 ） 114

苫小牧サイロ㈱  14

従業員（住宅資金融資）  3

小樽運送事業協同組合  1

計  4,071

日本アサハンアルミニウム㈱ 百万円3,977

（ 千米ドルを含む） 39,392

（うち共同保証による実質他社 

負担額 ） 994

YHSインターナショナル・リミテ

ッド 
 265

（ 千タイバーツを含む） 95,756

（うち共同保証による実質他社 

負担額 ） 174

コスモ工業㈱  120

苫小牧サイロ㈱  20

小樽運送事業協同組合  3

従業員（住宅資金融資）  3

計  4,388

② 連結会社以外の会社の借入債務に対する保証類似

行為は以下のとおりである。 

② 連結会社以外の会社の借入債務に対する保証類似

行為は以下のとおりである。 

㈱住軽日軽エンジニアリング 百万円620 ㈱住軽日軽エンジニアリング 百万円780

苫小牧サイロ㈱  3

計  783

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。 

給料手当及び賞与 百万円14,505 給料手当及び賞与 百万円12,067

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。 

給料手当及び賞与 百万円7,145 給料手当及び賞与 百万円5,726
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．配当に関する事項 

該当事項はない。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係(平

成20年９月30日現在) 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係(平

成21年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 百万円29,669

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △296

現金及び現金同等物の四半期末残高  29,373

現金及び預金勘定 百万円51,312

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △197

現金及び現金同等物の四半期末残高  51,115

（株主資本等関係）

株式の種類 
当第２四半期 

連結会計期間末 

普通株式（千株）  545,126

株式の種類 
当第２四半期 

連結会計期間末 

普通株式（千株）  1,036
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前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

当社グループの事業区分の方法は、アルミニウムに関する製品の種類・性質・製造形態を考慮して区分して

いる。 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  

アルミナ・
化成品、 

地金 
（百万円） 

板、押出
製品 

（百万円） 

加工製品、
関連事業 

（百万円） 

建材製品
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  37,911  20,189  65,966  35,905  159,971    －  159,971

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 22,001  7,857  3,839  840  34,537 ( ) 34,537    －

計  59,912  28,046  69,805  36,745  194,508 ( ) 34,537  159,971

営業利益又は営業損失（△）  1,856  713  2,545  △1,109  4,005 ( ) 600  3,405

  

アルミナ・
化成品、 

地金 
（百万円） 

板、押出
製品 

（百万円） 

加工製品、
関連事業 

（百万円） 

建材製品
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  21,210 12,935 48,433 29,484  112,062    － 112,062

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 10,041 4,795 3,797 468  19,101 ( ) 19,101    －

計  31,251 17,730 52,230 29,952  131,163 ( ) 19,101 112,062

営業利益又は営業損失（△）  1,251 △698 2,550 227  3,330 ( ) 586 2,744

  

アルミナ・
化成品、 

地金 
（百万円） 

板、押出
製品 

（百万円） 

加工製品、
関連事業 

（百万円） 

建材製品
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  76,521  40,206  126,680  64,004  307,411    －  307,411

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 43,914  15,772  7,864  1,710  69,260 ( ) 69,260    －

計  120,435  55,978  134,544  65,714  376,671 ( ) 69,260  307,411

営業利益又は営業損失（△）  4,531  1,164  5,049  △3,961  6,783 ( ) 1,378  5,405

  

アルミナ・
化成品、 

地金 
（百万円） 

板、押出 
製品 

（百万円） 

加工製品、
関連事業 

（百万円） 

建材製品
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  40,429 24,375 87,234 53,136  205,174    － 205,174

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 17,179 8,917 7,111 912  34,119 ( ) 34,119    －

計  57,608 33,292 94,345 54,048  239,293 ( ) 34,119 205,174

営業利益又は営業損失（△）  866 △2,016 1,518 △2,247  △1,879 ( ) 1,283 △3,162

2009/11/07 11:37:4909590029_第２四半期報告書_20091107113732



 （注）２．各事業区分の主要製品 

  (注）３． 会計処理の方法の変更 

前第２四半期連結累計期間 

（「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用）  

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として移動平均法に基づく原価法によってい

たが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年

７月５日）が適用されたことに伴い、主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定している。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、「アルミナ・

化成品、地金」が127百万円、「加工製品、関連事業」が219百万円減少している。 

  

当第２四半期連結累計期間 

（「工事契約に関する会計基準」の適用）  

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、建材事業において請負金額10億円以上かつ工期１年超

の工事については工事進行基準を、その他については工事完成基準を適用していたが、「工事契約に関する

会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会

計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認め

られる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工

事完成基準を適用している。 

なお、これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益又は営業損失に与える影響は軽微である。 

  

  (注）４． 追加情報 

前第２四半期連結累計期間 

当社及び国内連結子会社は、減価償却資産の耐用年数等に関する平成20年度法人税法の改正を契機とし

て、資産の利用状況を見直した結果、第１四半期連結会計期間より、機械装置等の耐用年数を変更してい

る。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、「アルミナ・

化成品、地金」が246百万円、「板、押出製品」が232百万円、「加工製品、関連事業」が320百万円減少

し、営業損失は、「建材製品」が70百万円増加している。 

  

当第２四半期連結累計期間 

 該当事項はない。  

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略した。  

  

事業区分 主要製品

アルミナ・化成品、地金 アルミナ、水酸化アルミニウム、各種化学品、アルミニウム地金・合金 

板、押出製品 アルミニウム板、アルミニウム押出製品 

加工製品、関連事業 

電子材料、産業部品、景観関連製品、冷凍・冷蔵庫用パネル、箔、粉末

製品、輸送関連製品等のアルミニウム加工製品、炭素製品、運送、情報

処理、保険代理 

建材製品 ビル用建材、店舗用建材、住宅用建材 

【所在地別セグメント情報】
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  前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

  

  当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

  前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

  

  当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

（注）１．本邦以外の国又は地域における海外売上高の合計は、全て連結売上高の10％未満であるため、「そ  

     の他」として一括して記載している。 

   ２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はない。

  

 ヘッジ会計が適用されているため記載していない。 

  

 該当事項はない。 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

重要性が乏しいため記載を省略している。  

【海外売上高】

  その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  19,042  19,042

Ⅱ 連結売上高（百万円）    159,971

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  11.9  11.9

  その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  12,262  12,262

Ⅱ 連結売上高（百万円）    112,062

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  10.9  10.9

  その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  37,216  37,216

Ⅱ 連結売上高（百万円）    307,411

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  12.1  12.1

  その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  21,430  21,430

Ⅱ 連結売上高（百万円）    205,174

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  10.4  10.4

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

2009/11/07 11:37:4909590029_第２四半期報告書_20091107113732



１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期

純損失であるため記載していない。 

２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額  円 銭146 77 １株当たり純資産額 円 銭154 22

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 １円05銭 １株当たり四半期純損失金額 円01銭11

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

四半期純損失（百万円）  570  5,990

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（百万円）  570  5,990

普通株式の期中平均株式数（千株）  544,407  544,114

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－ － 
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（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 該当事項はない。 

  

 著しい変動がないため、記載していない。 

  

 該当事項はない。 

  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △０円 銭12 １株当たり四半期純利益金額 ０円 銭66

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載していない。 

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額 
０円 銭63

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額 
    

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円）  △68  361

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円） 
 △68  361

普通株式の期中平均株式数（千株）  544,345  544,102

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（百万円）  －  △1

（うち社債発行差金償却額（税額相当控除後）

（百万円）） 
( ) － ( ) △1

普通株式増加数（千株）  －  28,571

（うち転換社債型新株予約権付社債（千株）） ( ) － ( ) 28,571

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 －  － 

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年11月14日

日本軽金属株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 渋谷 道夫  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 和田 榮一  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 狩野 茂行  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 加藤 秀満  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本軽金属株式

会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本軽金属株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月６日

日本軽金属株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 多田 修   印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 狩野 茂行  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 加藤 秀満  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本軽金属株式

会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本軽金属株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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